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第１ 本市の少子化の現状

（１）人口の動向

30,370

26,605 

24,498 

24,480 
25,022 

25,009 

23,739 

22,377 
21,321 

20,348 
19,547 

17,577 

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

人口総計

※国勢調査より

※人口総計には年齢不詳を含むため、年齢別人口の合計と合わない場合がある

人口の推移

老年人口

生産年齢人口

年少人口

人口
（65歳以上）

2,753 2,809 2,931 3,124 3,408 3,913 4,432 5,018 5,474 5,931 6,237 6,574

人口
（15～64歳）

18,768 17,422 16,310 16,121 16,525 16,198 15,194 14,025 13,033 11,976 11,148 9,127

人口
（14歳以下）

8,849 6,374 5,257 5,219 5,089 4,898 4,086 3,334 2,814 2,441 2,139 1,811

割合
（65歳以上）

9.1 10.5 12.0 12.8 13.6 15.6 18.7 22.4 25.7 29.1 31.9 37.4

割合
（15～64歳）

61.8 65.5 66.6 65.9 66.1 64.8 64.1 62.7 61.1 58.9 57.0 51.9

割合
（14歳以下）

29.1 24.0 21.4 21.3 20.3 19.6 17.2 14.9 13.2 12.0 10.9 10.3

（人）

1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

1985（S60）年以降一貫して減少し、総人口に占める割合も1985（S60）年の

64％から2015（H27）年の51％へと30年で13ポイント低下した。

1

●年少人口（15歳未満）

1990（H2）年には、老年人口が年少人口を超えており、2015（H27）年では、

老年人口が年少人口の3倍を超えている。

1960（S35）年までは、人口3万人台を維持していたが、その後の高度経済成長

期を通じて人口が減少。1970（S45）年から1985（S60）年にかけては2.5万人

程度で安定していたが、その後再び減少に転じ、人口が減り続けている。

1985（S60）年から2015（H27）年にかけての30年間では、総人口に占める割

合が19％から10％へとほぼ半減している。

●生産年齢人口（15歳から65歳未満）

●老年人口（65歳以上）
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（2）合計特殊出生率の推移

合計特殊出生率＝｛母の年齢別出生数／年齢別女子人口15歳から49歳までの合計}

→15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女子が仮にその年次の

年齢別出生率で一生の間に出産するとしたときの子ども数に相当。

全国

安芸市

高知

合計特殊出生率は、近年1.4前後で推移していたが、2016（H28）年は1.11に下

降し、2017（H29）年は1.7に上昇している。2017年の数値については、出生数

の増加以外に、女性人口の減少による影響も考えられるため、合計特殊出生率の

上昇のみで楽観視はできない。

※出典：人口動態調査

2

（3）自然動態（出生・死亡）の推移

●出生数は減少傾向にありH28年に70人まで減少したが、平成29年は90人、平成

30年は84人まで改善している。

●死亡数が出生数を上回る自然減の傾向が続いており、近年では毎年200人前後

の自然減となっている。
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※出典：住民基本台帳移動報告
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転出者数が転入者数を上回る転出超過の傾向が続いている。転入者数が増加し改

善傾向にあるが、転出者数も増加している。

（4）社会動態（転入・転出）の推移

転入

転出

社会増減

3

※出典：住民基本台帳移動報告

高知県内市町村に対する転入と転出

●転出について

高知市、香南市、南国市、芸西村の順に転出者数が多い。また、南国市と香南市への

転出は、転入の3 倍となっており、本市における社会減の要因となっている。

一方で、県西部や東部への転出は、中心部への転出と比較すると少ないが、西部と東

部を比較すると東部への転出の方が多い。

●転入について

高知市、室戸市、香南市、南国市の順に転入者数が多い。県中心部と県東部からの転

入は比較的多い。東部の中でも室戸市と馬路村は転出の2 倍以上の人数が転入してき

ており、安田町からは、転出の5 倍近くの人数が転入してきている。

2010 年（H22）における高知県内の市町村から本市への

転入と、本市から高知県内の市町村への転出。

加えて、転入から転出を引いた増減示した。

※高知県立大学「安芸市少子化対策強化基本計画」策定
のための調査・研究報告書より
（平成27年国勢調査に基づく）



転出の状況（年齢別）

●女性

●男性

H26 H27 H28 H29 H30

0-5歳 22 12 21 13 26

6-17歳 25 22 13 13 16

18-29歳 116 109 128 109 118

30-39歳 50 60 43 39 47

40-49歳 26 30 37 17 29

50歳- 46 51 43 47 49

平成30年のデータでは、男女共に、18～29歳で本市から転出した者が最も多く、

女性で全体の43.3％、男性で全体の41.4％となっている。進学や就職、結婚を機

に転出しているケースが多いものと考えられる。

0～17歳の転出については、概ね親の転出に伴うものであると考えられる。

【女性の転出数の推移】

※住民基本台帳移動報告

男女共に18～29歳の転出者が最も多

く、 5か年を通じて同様の傾向にある

平成30年の

女性転出者数の推移（人）

（人）

4

人

H26 H27 H28 H29 H30

0-5歳 22 21 16 21 18

6-17歳 18 18 25 12 21

18-29歳 112 108 107 102 126

30-39歳 53 57 50 45 51

40-49歳 30 29 24 25 31

50歳- 47 49 41 34 44

※住民基本台帳移動報告

人 平成30年の

男性転出者数の推移（人）

【男性の転出数の推移】
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6-17歳

学齢期
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（人）

0-5歳 6-17歳 18-29歳 30-39歳 40-49歳 50歳-

0-5歳 6-17歳 18-29歳 30-39歳 40-49歳 50歳-



転入の状況（年齢別）

●女性

●男性

平成30年のデータでは、男女共、転出と同様に、18～29歳で本市に転入した者が

最も多く、女性で全体の32.7％、男性で全体の39.3％となっており、転出者数と

比較すると、女性は転出118人に対し転入69人、男性は転出126人に対し転入110

人と、男女共に転出超過が続いている。要因としては、進学により転出した若者

が、卒業後の就職時等に安芸市外を選択していることが考えられる。

【女性の転入数の推移】

※住民基本台帳移動報告

男女共に18～29歳の転入者が最も多

く、 5か年を通じて同様の傾向にある

平成30年の

女性転入者数の推移（人）

（人）

5

人

※住民基本台帳移動報告

人 平成30年の

男性転入者数の推移（人）

【男性の転入数の推移】

H26 H27 H28 H29 H30

0-5歳 16 14 12 24 18

6-17歳 11 18 13 14 15

18-29歳 75 70 60 89 110

30-39歳 41 45 43 42 49

40-49歳 19 23 29 31 33

50歳- 43 44 53 43 55

H26 H27 H28 H29 H30

0-5歳 11 15 15 15 13

6-17歳 11 17 10 18 9

18-29歳 79 81 79 78 69

30-39歳 31 40 37 44 45

40-49歳 22 32 27 22 25

50歳- 40 39 39 45 50
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0-5歳 6-17歳 18-29歳 30-39歳 40-49歳 50歳-

0-5歳 6-17歳 18-29歳 30-39歳 40-49歳 50歳-

（人）



26.5

27.1

28.2
28.4 28.6

27.9

29.2

29.7

32.1

30.2

31.0

24.5
25

25.6
26 26.2

25.5

27.7

28.2

30.5

28.6

29.3

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H28 H29

男性

女性

（5）平均初婚年齢の推移

平均初婚年齢は、男女ともに上昇傾向

（6）50歳時未婚率の推移

本市の50歳時未婚率は、全国、高知県より高い。特に男性は平成27年に30％を超

え、全国より5ポイント以上高い数値となっている。
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※出典：国勢調査

※出典：国勢調査、人口動態統計
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（7）婚姻数の推移

84
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60
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68

72
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51
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49

57

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（組）

※出典：人口動態統計

※50歳時未婚率：50歳の時の未婚の人の割合
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（8）ひとり親世帯

（9）保育所（園）、幼稚園、小中学校の状況

区分 名称 利用定員
入所

（園）数
受入年齢

開設時間
（平日）

開設時間
（土曜日）

民間 矢ノ丸保育園 160 134 0～5才
7：30～

19：30

7：30～
18：30

公立

安芸おひさま保育所 135 100 0～5才
7：30～

18：30

7：30～
18：30

穴内保育所 30 15 1～5才
8：00～

17：30

8：00～
12：00

赤野保育所 30 15 1～5才
8：00～

17：30

8：00～
12：00

井ノ口保育所 60 42 1～5才
8：00～

17：30

8：00～
12：00

土居保育所 80 67 1～5才
8：00～

18：00

8：00～
12：00

川北保育所 65 20 1～5才
8：00～

18：00

8：00～
12：00

伊尾木保育所 25 19 1～5才
8：00～

17：30

8：00～
12：00

合計 595 412

【保育所（園）の概要】

出典：安芸市福祉事務所調べ（H31.4.1現在）

本市には保育所（園）が8か所あり、公立保育所が7か所、私立保育所が1か所。

延長保育は矢ノ丸保育園で実施、一時預かりは安芸おひさま保育所で実施されてい

る。

入所（園）児童数は減少傾向にあり、平成26年4月は519人、平成31年4月では412

人となっている。

①保育所（園）の状況

【ひとり親世帯（H27年）】（単位：世帯）

世帯数
母子世帯 父子世帯

実数 割合 実数 割合

安芸市 7,590 137 1.8% 21 0.3%

高知県 318,086 5,986 1.9% 728 0.2%

※出典：国勢調査

【保育所（園）入所（入園）児童数の推移】

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

保育所（園）数 9 9 9 8 8

児童数

0歳 15 11 16 20 13

1～2歳 166 159 141 135 132

3歳以上 315 313 305 283 267

計 496 483 462 438 412

出典：安芸市福祉事務所調べ（H31.4.1現在）
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②幼稚園の状況

幼稚園は1か所で、入園児童数はH31年で10人。直近5か年の入園児童数は平成28年

の30人をピークに年々減少している。

【幼稚園の概要】

区分 名称 利用定員 児童数

私 立 海の星幼稚園 25 10

出典：学校教育課調べ（H31.4.1現在）

【幼稚園入園児童数の推移】

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

園 数 1 1 1 1 1

園児数 21 30 19 16 10

出典：学校教育課調べ（H31.4.1現在）

③小中学校の状況

現在本市で開校している学校は、小学校が8校、中学校が3校。令和元年の小学校

児童数は699人、中学校生徒数は435人となっている。

【小・中学校の概要】

区分 名称 学級数
在校

児童・生徒数 うち市内
在住者

公立

小学校

安芸第一小学校 12 252

川北小学校 8 103

土居小学校 6 168

井ノ口小学校 6 84

赤野小学校 4 31

伊尾木小学校 4 25

穴内小学校 3 29

下山小学校 2 7

中学校

清水ヶ丘中学校 7 180

安芸中学校 3 111

県立安芸中学校 6 144 69

出典：各年度の児童生徒数表（R元.5.1現在）

学
年

市 内
在住者

1年 25人

2年 26人

3年 18人
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【小・中学校の推移】

H27年 H28年 H29年 H30年 R元年

小学校
（※９校）

学級数 65 64 62 64 60

特別支援学級 20 17 19 20 15

児童数 778 760 739 730 699

中学校
（３校）

学級数 22 21 21 20 23

特別支援学級 5 5 5 6 7

生徒数 502 474 465 420 435

出典：教育委員会調べ（R元.5.1現在）

（10）学童保育

設置運営
平 日
開所時間

土曜日
開 所

R元年年間
登録児童数

定 員 施 設

安 芸 公設公営
下校時～
18：00

8：30～
16：30

40人
40人
程度

学校内
体育館

川 北 民設民営
下校時～
18：00

第2週
8：00～

12：30

24人
40人
程度

市有地
専用施設

土 居 公設民営
下校時～
18：00

第1週
8：00～

16：00

41人
40人
程度

学校内
専用施設

井ノ口 公設民営
下校時～
17：30

第1・3週
8：00～
16：00

13人
30人
程度

井ノ口
公民館

※H30年より東川小学校が休校のため、H30年からは8校

出典：生涯学習課調べ



（11）安芸市立学校給食センター

10

平成27年12月に安芸市立学校給食センターが完成し、平成28年1月より、市内の

小学校・市立中学校に給食を提供している。

安全安心を第一とした学校給食を子どもたちに提供することに努めるとともに、

家庭・地域・学校と連携しながら、地産地消の視点から、地域特性を活かした食

育を推進していく。

また、アレルギーへの対応として、特別調理室での調理や保護者への事前の聞き

取りを実施している。

給食センターの一室を食育の学習の場

として使用しており、子どもたちは、

栄養経論から給食センターの様子等に

ついて、画像や動画を見ながら話を聴

き、食の大切さを学んでいる。
研修室（2階）

栄養教諭と調理員が各学校に出向き、

子どもたちとの交流の場を設けている。

調理員が子どもたちに給食の作り方を

説明し、給食を一緒に食べることで、

給食を通したつながりを深めている。

給食の作り手の顔が見えることで、子

どもたちも安心することができ、感謝

の心がより深まっている。

〇交流給食

【安芸市立学校給食センターの取り組み】

〇給食センター見学



■基本的な方針

本市の未来を担う子どもや若者が、結婚や子育てについての希望を実現できる

社会を築いていくことを少子化対策において目指すべき目標とする。

目標を達成するため、市として、出会い、結婚、妊娠、出産、子育てまでの一

貫した少子化対策に総合的に取り組むとともに、市全体で行動を起こせるよう、

市民の関心と理解を深め、関係団体や事業者等との連携を図っていくこととし、

その方向性や取り組みを示すもとのとして、少子化対策強化基本計画を策定する。

第3 計画の位置づけと計画期間

第2 少子化対策の方針

●出会い、結婚、妊娠、出産、子育てまで、一貫した切れ目のない支援を実施

●市民や事業者等への情報発信を行うなど、地域や職場において、少子化対策

への積極的な支援が行われる環境づくりを進める

本市における最上位計画は「総合計画」であり、総合計画をもとに、人口減少

問題に対応した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定している。また、子

育て支援については、子ども・子育て関連３法に基づき「子ども・子育て支援事

業計画」を策定している。

安芸市少子化対策強化基本計画の策定において、「総合計画」をはじめ、「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」、「子ども・子育て支援事業計画」など、少子

化対策に関連する既存の各計画との整合を図り、計画期間は令和2年度から令和6

年度までの5ヵ年とする。

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

総合計画2016

基本計画（前期） 基本計画（後期）

まち・ひと・しごと創生総合戦略
第1期

まち・ひと・しごと創生総合戦略
第2期

子ども・子育て支援事業計画
第1期

子ども・子育て支援事業計画
第2期

少子化対策強化基本計画

11



① 出会い・結婚

■農業後継者対策協議会活動

農業後継者対策協議会では、独身農業男性を主な対象とし、イベントによる出

会いの場の提供や、お見合いの仲介等を行っている。

平成30年度は、DIY体験を取り入れたイベントに19人が参加し、カップル4組が

誕生。結婚相談員活動では、30人の男女の紹介を行っている。

ここ5年間の協議会活動により、把握できる範囲で2人が結婚に至っている。

4人の結婚支援員によるお見合いの仲介について、独身男女の情報入手が困難

で、紹介相手探しにも苦慮しており、当協議会において解決策を検討していく。

平成29年度からの市単独事業で、安芸商工会議所女性会による活用実績がある。

令和元年度は、男女10人ずつの参加枠に対し、男性23人、女性11人の申し込みが

あり、1組のカップルが誕生した。

今後は、様々な団体からの補助金活用を目標に、魅力ある出会いの場創出の支

援に取り組んでいく。

第4 少子化対策の現状・課題等

設立：昭和61年

組織：JA高知県、市、公民館連絡協議会等

活動：出会いイベント、独身男性や独身の子を持つ親世代へのセミナー、

結婚支援員によるお見合いの仲介等

平成29年度から実施

男女の出会いの場を創出する団体に対して費用の一部を補助

1団体当たり上限30万円

■出会いの場創出支援事業

本市が実施している主な少子化対策について、「出会い・結婚」、「妊娠・出

産」、「子育て」の段階毎に現状、課題等を整理する。

課題については、各取り組みを進めていくなかで解決策を検討していく。

男性を対象に、身だ
しなみとコミュニ
ケーションのアドバ
イスを実施

12

（1）本市の既存施策について

平成31年2月2日
ＤＩＹ×caféを
テーマに出会い
イベントを実施



若年低所得者の婚姻に伴う新生活に係る支援を行うことにより、地域における

少子化対策の強化を図っている。平成28年度から実施しており、平成30年度には3

件の活用実績となっている。

市民課窓口を通じての制度紹介など、関係各課で連携し、情報を発信していく。

■結婚新生活支援事業

婚姻時の年齢が夫婦ともに34歳以下、世帯の所得が340万円未満であるなどの要

件を満たす場合に、住居費及び引越費用を対象とし、1世帯当たり上限24万円を

支援する。

■高知中央東部地区少子化対策連絡協議会（4市連携事業）

年6回程度4市で集まり、各市の取り組みについての情報交換や、連携可能な事

業の検討等を行っており、1対1の出会いをサポートする県の「高知で恋しよ！

マッチング」の出張登録会を4市及び高知県との連携により開催している。

今後も定期的に会を開催し、連携強化した取り組みについて協議していく。

設立：平成30年

組織：安芸市、香南市、香美市、南国市

活動：少子化に歯止めをかけることを目的とし、4市で連携し、

出会いの機会の創出や情報発信などを行っていく。
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■その他（県による出会いサポート）

こうち出会いサポートセンター

高知県からの委託を受けた一般社団法人高知県法人会連合会が設置運営

出会い支援のための各種サービスや人材育成を行っている。

●高知で恋しよ‼ マッチング

●高知で恋しよ‼ イベント

出会いを誠実に希望する20歳以上の独身の方の１対１の出会いをサポート。

入会申込（入会登録料10,000円）と会員登録を完了すると、お相手のプロ

フィール情報を検索したり、気になる方とのお引合せを申込む（引合せには一

人2,000円が必要）ことができる。サポーターが日程等を調整し、当日の立ち合

いや交際中の相談にも対応。

出会いパーティーやセミナーなどを実施

取組の一部紹介



■子育て世代包括支援センター（★きらり★）

平成29年度に健康ふれあいセンター「元気館」内に設置

専任の母子保健コーディネーターが常駐

・母子保健コーディネーター：1名

・保健師：5名

・助産師：3名（市から委託）

妊娠から子育て期までの「切れ目のない支援」を包括的に行う
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② 妊娠・出産

安心して育児ができる孤立しない環境づくり

・母子保健コーディネーター、
助産師による相談対応

要支援妊婦を対象

産
後
2
週
頃

産
後
4
か
月
頃

産後28日以内 無償

助産師が自宅訪問し、心身ケアと育児支援
1人2回まで・500円/回

産前8週、産後2週間頃に母子保健コーディネーター（保健師）が電話。訪問・
来所により保健師・助産師が出産に向けての不安や準備、産後の体調等につい
て伺う。産前８週前や産後２週間経過後であっても適宜対応。

妊婦健康診査費助成

ﾌﾟﾚﾏﾏ・ﾌﾟﾚﾊﾟﾊﾟ教室

出産・育児の準備や赤ちゃん
のお世話など、助産師と一緒
に学ぶ教室

妊
娠
の
届
け
出

・交付時に全員に保健指導

母
子
健
康
手
帳
交
付

個別支援プラン

産
後
1
か
月
頃

新生児訪問

乳児家庭全戸訪問

産後ケア事業（産後4か月未満）

産前・産後サポート事業

子育て世代包括支援センター★きらり★ 包括的な支援を実施

産
前
8
週
頃

14回分無料

★きらり★

産後4か月以内 無償

あき総合病院との情報交換会

2か月に1回

医療機関との連携

地域で子育て支援活動を行

なっている団体・サークルの

集まり

子育て応援連絡協議会
連携

連携

妊娠 出産

“安芸市の子育て家庭を

皆で応援しよう！”をテーマ

に、子育て通信の発行・親

子の交流の場づくりなどに

取り組んでいる



子育て支援については、子ども子育て支援事業計画において詳細にまとめられて

いることから、当該計画に位置付けられている事業から主だった事業を抜粋して

記載する。（第2期計画：令和2年度～令和6年度）

③ 子育て

■乳児健康診査、1歳6か月児・3歳児健康診査

●乳児健康診査

健康診査、栄養相談、歯科相談、育児相談等を元気館にて実施

対象：3～4か月児、9～10か月児

●1歳6か月児・３歳児健康診査

健康診査、栄養相談、歯科相談、歯科検診、フッ素塗布、健康指導、育児相談等

を元気館にて実施

対象：1歳8か月～9か月児、3歳3か月～4か月児

15

3～4か月 9～10か月

成長・発達段階に応じて母子の健康管理を行うことで、子どもの健やかな成長

と発達を促し、相談対応により、育児不安の解消や虐待予防にもつなげていく。

1か月前に受診票を発送することで予定を立てやすくし、未受診者には受診勧

奨訪問等を実施するなど受診を促しているが、受診意識が乏しいケースもある。

子育て世代包括支援センター活動と連動させ、支援内容を充実させていくとと

もに、子育て包括ケア会議において、課題を整理し、解決策を協議していく。

乳児健康診査 1歳6か月児・３歳児健康診査

1歳8か月～９か月 ３歳３か月～４か月1歳

乳児一般健康診査助成

チケット配布：2回分無料

子育て包括ケア会議

・福祉事務所（こども係）

・地域子育て支援センター（安芸おひさま保育所）

・★きらり★（市民課 健康ふれあい係）

毎月1回開催し、個別課題への対応策の検討や情報
共有等を行っている



■一時保育

保育に通所していない就学前児童を育児している保護者が、出産、急病、冠婚葬

祭、仕事、リフレッシュ等で子どもをみることができない場合、児童の一時的な

保育を実施

■施 設 ： 安芸おひさま保育所

■対象児童： 満1歳から就学前 ■定員：5名/日（1家庭ひと月14日まで）

■利用料等： 2,000円/全日 8：30～16：30

1,000円/半日 8：30～12：30 又は 12：30～16：30

対象年齢児が増加傾向にある年度後半になると定員を超える利用申し込みがあ

り、利用できない方がでる場合もあるため、ファミリー・サポート・センターみ

るきぃとの連携を検討していく。平成30年度利用実績は延べ445人。

■学童保育所

就労などにより保護者が昼間家庭にいない小学１～６年生の児童に対し、授業の

終了後などに適切な遊びや生活の場を提供し、子どもの健全な育成を図る。

安芸学童保育所、川北学童保育所、土居学童保育所、井ノ口学童保育所の４か所

で実施。

令和元年7月に井ノ口学童保育所を開設。今後は、土居地区の児童増加に対応す

るため、第2土居学童の開設を目指しており、保育の量を確保していく。

課題としては、新たな支援員の確保や障がい児の受入れへの対応等があり、保

育の量と質を併せて確保していく必要がある。

アンケートによるニーズ調査を行い、現在学童の無い地域への新設や長期休暇

期間中の校区外からの受入れを検討していく。
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■病児保育 （ベイビーキッズ）

病気により、保育、小学校に通所・通学できず、保護者の仕事の都合等により家
庭での保育が困難な児童について、尾木医院にて一時的に保育を行う。

■対 象 者：乳児から小学校３年生まで

■開設場所：尾木医院

■利 用 料

・1日：1,000円 （所得税非課税世帯は500円） ・半日： 500円

■利用時間：8：30～17：30

保護者の子育てと就労の両立支援につながる取り組みでニーズは高い。平成30年度

利用実績は延べ556人。

病気の流行等により定員数を超える利用申込があった場合は、利用できない方も出て

くる。
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■子ども医療費助成制度

0歳から中学3年生の子どもの医療費について、保険診療に要した自己負担額につ

いて助成を行う。

保護者の申請に基づき「子ども医療費受給者証」を発行。

■子育て短期支援事業（ショートステイ）

保護者の疾病等で家庭において養育することが一時的に困難な場合、児童養護施

設等において一時的に養育、保護を受けることができる。

■利用期間：7日以内

■日額料金：生活保護世帯 0円

市町村民税非課税世帯 2歳未満児：1,100円 2歳以上児： 1,100円

市町村民税課税世帯 2歳未満児：5,350円 2歳以上児： 2,750円

・乳児院 高知聖園ベビーホーム（高知市新本町） 2歳未満児

・愛童園（香南市夜須町） 1歳以上

・愛仁園（高知市布師田） 2歳以上

・博愛園（香美市土佐山田町） 2歳以上

・子どもの家（高知市相生町） 2歳以上 ※送迎は各自

※令和2年3月時点での料金

核家族やひとり親家庭において、保護者の入院や仕事での出張など、家庭で子

どもを見ることができない状況となった場合、児童養護施設等に一時的に子ども

を預けることができる。

本市は、市外の5施設に子育て短期支援を委託している（令和2年3月時点）。



潜在的な利用ニーズはあると思われるが、会員登録者・利用実績とも少ない。

引き続き制度の周知に努めるとともに、お願い会員にアンケート調査を実施する

などし、改善点を探し、対処していく。

■ファミリー・サポート・センター （みるきぃ）

地域で子育ての支援をするために、育児の手伝ってほしい人（おねがい会員）と

育児の手伝いができる人（まかせて会員）が会員登録し、育児の手助けを行う有

償ボランティア組織。

平成29年度に開所し、運営は安芸市社会福祉協議会。

こんな
時に

休日に仕事が…
誰か子どもを
みてほしい

保育所への迎え
が間に合わない

【おねがい会員】 【まかせて会員】

Ｚ

●安芸市在住

●概ね生後6か月～小学生までの

子どもをお持ちの方

●安芸市在住で20歳以上

●「養成講座」を受講し会員登録

された方

ファミサポアドバイザー
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＜お願い！！

まかせて！！＞

アドバイザーが間に入り、援助内容や緊急時

の連絡方法など打合せを行い、信頼をもって

互いに理解し合えれば、会員間での契約とな

ります。

活動終了後、活動内容を確
認のうえ、お願い会員から
まかせて会員へ報酬が支払
われます

時間帯等 利用料金

午前7時～午後7時 600円/時間

午前7時～午後9時 700円/時間

土日祝日 700円/時間

年末年始（12/29～1/3） 700円/時間

会員登録者（令和2年2月末時点）

・おねがい会員30人

・まかせて会員22人 両方会員5人

利用実績（令和2年2月末時点）

19件
※同一世帯の兄弟姉妹の依頼時は2人目から半額

※非課税世帯、児童扶養手当受給世帯、生活保護世

帯、ダブルケア世帯は利用料金助成あり



■地域子育て支援拠点事業

子育て支援センターが実施（安芸おひさま保育所に併設）

専任の保育士：1名

保育所・幼稚園に通っていない子どもと保護者が気軽に集まって利用できる場所。

体験入園、園庭・保育室開放、育児相談、子育て通信の発行、子育て講座の開講、

子育てサークルへの支援、家庭訪問等を行い、地域の子育て支援機能の充実を図

る。

地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な支援

を行う拠点としての機能を担う。

当センターの活動により、子どもを持つ保護者の子育てへの不安を緩和し、子

どもの健やかな成長につなげていく。

親子医療教室

子育て支援センターの専任保育士が参加

連携した取組

月 火 水 木 金

１

体験入園

ママリフレッシュ講座

「ｱｺｰﾃﾞｨｵﾝｶｰﾄﾞ作り」

２

保育室

園庭開放

３

体験入園

図書館さん

絵本の紹介

４

保育室

園庭開放

７

保育室

園庭開放

８

体験入園

手指の遊び絵本の読み

聞かせ

９

保育室

園庭開放

10

体験入園

運動会ごっこ

ﾊﾛｳｨﾝｸﾞｯｽﾞ作り

11

保育室

園庭開放

14

体育の日

15

体験入園

給食試食会

ﾊﾛｳｨﾝｸﾞｯｽﾞ作り

16

保育室

園庭開放

17

巡回体験入園・相談

（伊尾木保育所）

18

保育室

園庭開放

21

保育室

園庭開放

22

即位礼正殿の儀

23

保育室

園庭開放

24

なかよし広場

ハロウィンで遊ぼう

25

保育室

園庭開放

28

保育室

園庭開放

29

体験入園

ママリフレッシュ講座

「ｽｸﾗｯﾌﾟﾌﾞｯｷﾝｸﾞ」

30

保育室

園庭開放

31

体験入園

体験入園児誕生会

絵本の読み聞かせ

【令和元年10月の活動内容】

様々な取り組みをして
いるので、気軽に
参加してみてください

★きらり★
※P14に記載

乳児健康診査
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親子で一緒に制作も楽しめます



■安芸市保幼小中高連携教育推進協議会

事務局：安芸市教育委員会 学校教育課

保幼小中高連携コーディネーターを配置

保育所・幼稚園・小学校・中学校・高校間の連携を緊密にし、幼児期から高校

まで、子どもの発達段階に応じた系統的な教育を行うことで、子どもにとって

より良い環境を作り上げていく。

県下でいち早く、保幼小中高連携推進教育協議会を立ち上げ、入学時期や卒業

時期だけでなく、年間を通じて、各児童・生徒の基本的な学習習慣や生活習慣な

どの情報を共有し、それまでに積み上げてきた指導や支援を確実に次の教育の場

へつなぐ体制を構築している。
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子どもの状況をオープンにして皆が共有し支援を行うので、保護者も支援者も

安心感を持って進級、進学に臨める

■親とともに支援を考える会

特性に応じた適切な支援が必要な子どもが、その特性にあった支援を受けるこ

とができ、健やかに発育・発達していけるように、就学、進学、就労等に向け

て切れ目のない支援を受けることができる体制を整え、その仕組みが円滑に運

用できるよう、実施、評価し、支援の定着を目指した協議を実施。

【構成】

福祉事務所（親育ち・特別支援保育推進コーディネーター含）

学校教育課（保幼小中高連携教育推進コーディネーター含）

教育研究所、県安芸福祉保健所、医療機関

【活動】

保幼小中高連携教育推進協議会との連携

安芸市版「つながるノート」の啓発・配布、活用

就学時等の「引継支援ミーティング」の推進と進捗確認

子どもが、健やかに発達し、

身近な地域で自分らしく

安心して生活を送れるまち

を目指す

保育所

幼稚園
小学校 中学校 高校

5歳児後半の

年間指導計画

スタート

カリキュラム

卒後
大学、就労等

入園前

保幼小中高連携教育推進協議会

親とともに支援を考える会

つながるノート

円滑な接続

安芸市版

つながるノート

安芸市版

つながるノート

安芸市版

つながるノート

安芸市版

つながるノート

進級

進学 進学

就労

安芸市版

つながるノート

進学入学子ども毎に特性等をま

とめ、保護者と支援者

で内容を共有し、進級、

進学等にあわせて引き

継いでいくノート ( )



（2）本市の少子化対策の評価（高知県立大学による）

安芸市少子化対策強化基本計画を策定するにあたり、平成30年度、高知県立大学

の協力のもと、本市の少子化の現状と要因、既存施策の成果と課題等について調

査・研究を実施していただいた。

高知県立大学による調査・研究報告書にとりまとめられた、本市の少子化対策事

業の評価について記載する。

②データ分析と政策の整合性

安芸市のデータ分析等により、「結婚支援の必要性」、「住宅や生活環境の整

備が効果的」であることの2点が指摘されている。総合戦略では、基本対策とし

て、自然減・社会減対策がとられており、結婚支援対策や住宅取得に関する事業

も位置付けられ、その実績もあることから、政策の方向性は適切である。

結婚支援が必要

住宅取得に関する

施策が効果的

●自然減

・女性人口と出生数の減少 → 自然減が加速

・合計特殊出生率の低下は、初婚年齢と正の相関がある

●社会減

・住宅取得の理由による、市外への転出者が多い

（特に、高知市・南国市・香南市・芸西村）

①少子化対策事業の実績について

安芸市子ども・子育て支援事業計画に基づく事業は、内閣府が掲げている主要

な施策を網羅しており、量的確保もなされている。また、他地域では比較的実施

が難しい、病児・病後児保育も早くからできており、子育て世代包括支援セン

ターも設置済みである。

住宅政策でも成果を上げており、特に、内原野住宅団地整備事業では、3期で

114世帯が入居し、その多くが20～30歳代であった。

これらのことからも、安芸市における少子化対策事業は実績をあげていると判断

できる。

※高知県立大学のデータ分析による指摘
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③課題等

●安芸市の子育て支援は、主に子ども・子育て支援事業計画とそれに先立っ

て実施されていた安芸市次世代育成支援行動計画での実績があり、ほとんど

の施策で量的確保はできているが、国の事業を利用したものが多いため、安

芸市の独自性が出しづらいという課題がある。

少子化対策において、一つの世帯で、第二子以降も育てる気持ちになれるか

どうかも重要であり、こうした気持ちになれる環境づくりが、量的確保の次

の段階で、安芸市はその段階に入ったといえる。

今後必要とされるのは、安芸市独自の調査活動であり、制度利用者等への

「ニーズ調査」から更に踏み込んだ「課題発見型」の調査である。

当事者である制度利用者（保護者）ではなく、子育て支援に関する専門家や

事業担当者等により、課題を客観的に判断し、課題が析出されれば、その課

題への対策が安芸市独自の子育て支援になる。

●子育て世代包括支援センターが設置されたことにより、「ワンストップ

型」で妊娠から子育て期まで切れ目のない支援策が可能となるが、各事業の

担当部署は従来のままであるため、関連部署の連携がますます重要となり、

情報共有等が庁内で求められる。

●少子化対策事業は様々な部署が連携するものであり、安芸市が実効性のあ

る少子化対策を行うには、独自の調査に基づき、少子化対策に特化した独自

性の高い計画をたて、各部署のリーダーが事業の意義を理解したうえで、各

部署と連携する体制を整えることが必要である。
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第5 今後の取り組み

（1）課題の発見・対応

（2）令和2年度以降の新規事業・取組

23

当計画は、「安芸市少子化対策強化基本計画及び実施計画策定委員会」で協

議・検討し、令和元年度に策定するが、計画期間5年の中で、新たな課題の発生

やその対応など、当初計画策定時には盛り込んでいなかったことへの対応が必要

な可能性もあることから、別に定める安芸市少子化対策強化実施計画において、

各種課題と対応策についても、年度毎に管理していくこととする。

また、市においては、総合計画に基づく実施計画もあり、3年を一括りの期間

として、毎年度、事業の進捗管理等を行っていることから、安芸市少子化対策強

化実施計画の進捗管理についても、これにあわせて実施することとする。

ひとり親家庭児童の高等学校進学にともなう経済的負担の軽減を目的。

児童扶養手当受給世帯のうち、「高知県高校生等奨学給付金」の対象外となる

所得割課税世帯を対象に、入学年度に限り給付金を給付。

給付金額は、高知県高校生等奨学給付金に準じて、年度ごとに算定する。

■少子化対策に取り組んでいる人や企業を定期的に市が紹介

実際に少子化対策に取り組んでいる人の事例を紹介することで、少子化の課題

に対する市民や企業の関心をより一層高め、社会全体で少子化対策を推進する機

運の醸成を図る。当計画期間の5年間継続。

・お見合いの仲介（農業後継者対策協議会活動）

・学童支援（現場活動を通して見えてくるもの）

・出会いの場の創出活動（商工会議所女性会による出会いイベント）

・男性の育休取得などに積極的に取り組んでいる企業の紹介 等々

その他、少子化の現状や本市の取り組み、結婚や子育てに関する情報について

の情報発信も行う。年に3～4回程度、広報へ折込。

■ひとり親家庭高校生等奨学給付金
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■夏季大学で講演

夏季大学での講演を通じて、少子化の現状や課題、課題解決のための取り組み

について、広く市民に考えてもらうきっかけを作る。

夏季大学4講座のうち、「生涯学習」の枠で、R2～R6の間に実施。

【例】

「少子高齢化の現状と未来」をテーマに、少子化の現状とそれに伴う課題、これ

から必要と考えられる取り組みなどについて講演。少子化の現状認識や対策の必

要性、自分たちにできることなど、広く考えてもらうきっかけを作る。

その他、「働き方改革」、「ワークライフバランス」等。

県、商工会議所、公益財団法人高知県産業振興センター等と連携し、働き方改

革等の普及啓発活動を実施していく。

〇高知県産業振興センターによる働き方改革セミナー等の紹介

〇高知県の認証制度「高知県ワークライフバランス推進企業認証」の制度紹介、

認証を受けている市内企業の紹介

■関係団体等との連携した働き方改革の推進

まちづくり懇談会等を通じて、各地区で少子化とその影響等をテーマとしてと

りあげ、住民同士でも話し合いをすることで、地区ごとの課題認識や、地域とし

て少子化とどう向き合うかを考えるきっかけをつくる。

■地域ぐるみで子どもを見守るまちを目指して

認証のメリット

◇認証企業の取組を県がホームページなどで広く紹介することで、企業のイメージがアップ

し社会的評価が高まる

◇認証を受けた企業を対象とした、低利の県融資制度

◇高知県建設工事競争入札参加資格審査における地域点数の項目の一つ

◇商工中金（高知支店）との連携により、認証を受けた中小企業を対象とした融資あり

◇認証を受けた企業の従業員を対象とした、金利優遇制度（四国銀行、高知銀行）



第6 推進体制

25

（1）市における体制

少子化対策は全庁をあげて取り組むべき課題であり、各部署間での情報交換

と連携した行動により、各事業・施策の効率的かつ効果的な推進を図っていく。

「課題発見型」を意識し、日々の業務において、現場でどのような支援が求め

られているかを把握することに努め、課題解決に向けて取り組んでいくものと

する。

（2）市民や事業所、関係機関との連携

結婚や子育てについての希望を実現できる社会を築いていくためには、子育

ての支え手の輪を広げることも重要である。

行政、各関係団体、地域住民、企業等、それぞれが支え手となり、協力し合

いながら少子化対策に取り組み、子育てに寄り添うまちとなるよう、連携強化

を図っていく。

子どもの笑顔が輝く未来

本市では、「市民一人ひとりが幸せを実感し、笑顔が輝く活力あふれる元気都

市」を、目指すべきまちの将来像としている。

この将来像を実現していくためには、生まれてきた子どもたちにとっても暮らし

やすく、将来も安芸に住みたいと思えるようなまちを形成していく必要がある。

そのため、当計画にも記載した、妊娠から子育て期までの連続した切れ目のない

支援をわかりやすく紹介し、子育て等で困った際の相談先をイメージできるよう情

報発信することで、各支援策が効果的に実施されるよう努めていく。また、親とと

もに支援を考える会の活動等により、教育現場等において、子どもの特性にあわせ

ながら、発育段階に応じた切れ目のないサポートを行っていく。

これらつながりのある支援により、妊娠や出産、子育てに対する親の不安を払拭

するとともに、子どもの個性を活かせる環境作りを進め、子どもへの虐待やいじめ

を発生させない、子どもたちの笑顔が輝き健やかに成長していけるまちづくりを目

指す。
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外部委員紹介

●宇都宮 千穂氏

高知県立大学文学部准教授。日本経済史・地域経済学を専門とし、近現代の地域を、

経済史の視点から研究されている。

当計画策定に先立ち、本市の少子化の現状や施策に対する調査・研究を行っていた

だいた。

●小松 智香氏

●福本 かおり氏

安芸商工会議所女性会の事務局を担当。男女の出会いイベントを手掛け、イベント

においては、ものづくり体験を取り入れたり、男女の交流がスムーズに運ぶよう後

方支援を行うなど、素敵な出会いの場を演出し、カップルを誕生させている。

●川谷 喜美氏

ナス農家で、安芸市農業後継者対策協議会において、平成17年から15年間（令和

元年時点）、結婚相談員としてお見合を仲介している。また、こうち出会いサポー

トセンターの東部地域婚活サポーターにも就任し、広域的に活躍されている。

土居学童クラブ主任支援員、こうち学童保育ネットワーク広報部長を担当。また、

令和元年度に安芸市学童保育連絡協議会を発足させ、学童保育指導員同士での情報

共有を通じて、学童の更なる発展と指導員の資質向上に取り組まれている。


